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秋田駅東西連絡自由通路劣化度調査業務仕様書 

 

１　業務目的 

本業務は、既存建築物の劣化による支障が生じた部位等に対して、措置の判定

を統一的・効率的に行い、その調査・判定の結果に基づき、改築・改修計画等の

 適正な実施に資することを目的とする。

 

２　調査対象建築物の概要 

(1) 施設名称　秋田駅東西連絡自由通路（ぽぽろーど） 

(2) 所 在 地　秋田市楢山字長沼２７番地３ほか 

(3) 構 造　鉄骨造２階建 

(4) 延べ面積　4,898㎡の内、業務範囲は3,658㎡ 

(5) 竣 工　平成９年３月、平成１２年および平成１６年に増築 

 

 ３　業務実施に当たっての協議

(1) 本業務履行に当たっては、東日本旅客鉄道株式会社および秋田ステーション

ビル株式会社ならびに関連する法人（以下「ＪＲ等」という。）と、別紙図面

に記載の指示事項について、作業工程、仮設計画等履行に必要な内容全般につ

いて、受注者の責により協議の上実施すること。また、ＪＲ等が必要とする届

 出については、受注者が実施すること。

(2) 作業に伴いＪＲ等が所有する施設を汚損しまたは破損させた場合は、受注者

 の責でＪＲ等と協議の上、ＪＲ等が承認する状態に復旧すること。

 

 ４　適用基準等

 (1) 適用基準

ア　建築設備の維持保全と劣化診断（建設大臣官房技術調査室、建設大臣官房

 官庁営繕部監督課保全指導室監修）

 イ　建築物修繕措置判定手法（建設大臣官房官庁営繕部監修）

 (2) 参考資料

建築物の調査・劣化診断・修繕の考え方(案)・同解説（日本建築学会） 

 

５　調査業務 

 (1) 調査業務の範囲

 別紙１の着色範囲を対象とする。
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屋根については、別紙２の着色部の範囲に立入りした上で、劣化度を調査す

 るものとする。

軒天・躯体見上げ部・外壁については、別紙３に示した箇所について足場ま

たは高所作業車を設置したうえで近接調査をし、その他の場所は遠方より目視

 確認することとする。

 (2) 調査対象項目

 ア  建築

 (ｱ) 屋上防水・屋根

 (ｲ) 躯体

 (ｳ) 外壁

 (ｴ) 外部建具

(ｵ) 外構・地盤（外構・地盤上にある建物柱・壁等より、半径1mの範囲に限

る。） 

 (ｶ) その他

イ  機械設備関連 

 (ｱ) 屋外配管・配管支持部材

 (ｲ) その他

 ウ　電気設備関連

 (ｱ) 屋外照明設備

 (ｲ) ルーフドレンヒーター・ルーフヒーター

 (ｳ) その他

 (3) 調査に伴う安全管理について

屋根等の高所へ立入りする時は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）お

よび労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）に従い、墜落危険防止措置

を取ること。また、通路等に足場または高所作業車を設置する際は、バリケー

ド等で作業範囲を区画した上で交通誘導員を配置し、通路通行者の安全を確保

すること。以上の安全管理等については、作業計画書を作成し、事前に委託者

 の承認を得ること。

 (4) 調査業務の内容

ア　次の市が提供する報告書等と現地調査に基づき、調査対象項目ごとの劣化

 状況を確認する。

 (ｱ) 修繕等の管理記録

 (ｲ) 法定点検（12条点検等）報告

 (ｳ) 各設備の定期点検報告

 (ｴ) 新築時および改修実績に係る設計図、構造計算書
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イ　アの調査結果に基づき、調査対象項目ごとに措置の判定を行う。また、数

値化できる項目については、評価点、総合評価点等を算出し、調査表を作成

 する。

 (5) 施設の長寿命化対応の提案

ア　施設の長寿命化に資する施設計画の提案 

 建物の総合的な措置の提案

 大・中規模改修等の施設計画の提案

 建物の耐用年数については、新築後６０年を目標とする。

 イ　各対応工事費等の概算

 (ｱ) 各対応工事の内容とスケジュールの検討

 (ｲ) イニシャル、ランニングコスト等のトータルコストの検討

 (ｳ) (ｱ)および(ｲ)に基づき概算工事費を算出

 (6) その他

対象物の精密な調査、分解点検および破壊調査等の高度な試験が必要になる

 場合は、別途協議とする。

 

６　業務着手時の提出書類 

受託者は、本業務の着手にあたり次の書類を提出しなければならない。 

(1) 管理技術者および照査技術者届（経歴書、資格証の写しを添付すること） 

(2) 業務実施計画書 

(3) 業務工程表 

 

 ７　貸与品等

委託者は、本業務の実施にあたり、必要な図書およびその他関連資料を受託者

に貸与するものとし、受託者は、貸与された資料を業務完了後、直ちに返却する

ものとする。貸与された資料については、第三者に貸与等をさせてはならず、取

 扱および保管に十分注意するものとする。

 

 ８　管理技術者および照査技術者

(1) 受託者は、調査業務おける管理技術者および照査技術者を定め、委託者へ通

知しなければならない。 

(2) 管理技術者および照査技術者の資格要件 

 建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に定める一級建築士

９　再委託 

(1) 受託者は、本業務の一部を再委託する場合、協力会社の調査業務執行体制、
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 経歴等をあらかじめ委託者に提出し、承諾を得なければならない。

(2) 受託者は、協力会社に対し調査業務の実施について適切な指導および管理を

しなければならない。 

 

 10　打合せおよび記録

(1) 受託者は、調査業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者と常に密接な連

絡を取り、条件等の疑義を正すものとする。 

(2) 受託者は、調査業務の進捗に応じて、委託者へ中間の報告をするなど、十分

に打合せしながら業務を進めるものとする。 

(3) 受託者は、打合せ内容について書面に記録し、受注者と相互に確認しなけれ

ばならない。 

(4) 受託者は、調査に必要な官公庁への連絡調整および届出等ならびに秋田駅等

施設周辺にある関係事業者との連絡調整を行い、その結果を委託者へ報告する

ものとする。 

 

 11　調査仕様書と調査内容が一致しない場合の修正義務

受託者は、調査内容が調査仕様書等に適合しない場合において、委託者から修

 正を求められたときは速やかに応じなければならない。

 

 12　調査業務の成果品

(1) 受託者は、調査業務が完了したときは、遅延なく業務完了届とともに成果品

 を提出しなければならない。

(2) 受託者は、成果品に特定の製品名、製造所またはこれらが推定されるような

記載をしてはならない。これによりがたい場合には、その理由を明確にし、あ

 らかじめ委託者の承諾を得なければならない。

(3) 成果品 

 ア　劣化度調査業務報告書　２部（正・副）

（劣化度診断表（建築、電気、機械）、調査表（調査対象項目別）、現況調

 査図・写真、改修等計画案、改修等経費の概算書、資料等）

イ　劣化度調査業務報告書の電子データ版（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ）　１部 

 ウ　官公庁への届出書類および許可証等の写し　１部

 エ　ＪＲ等との協議書および届出書類の写し　１部

 オ　その他資料　１部

（その他委託者が必要と認める資料等） 
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 13　検査

 受託者は、委託者に対して調査業務の完了を業務完了届により通知する。

 

14　その他 

(1) 受託者は、本業務により知り得た内容および結果を、第三者に漏らしてはな

 らない。

(2) 本業務の遂行にあたっては、個人情報の取り扱いについて十分注意すること。 

 (3) 業務履行期限は、令和７年１２月１０日（水）までとする。


